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技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施について

地方公共団体の技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業者に比べ高

額となっているのではないかとの国民等の厳しい批判があるところであり、これまでも、

「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について（平成17年

３月29日総行整第11号）」、「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について（平成18

年10月17日総行給第104号）」等において、民間の同種の職種に従事する者との均衡にも

留意しながら、適正な給与制度・運用となるようにする旨要請してきているところです。

また、「経済財政改革の基本方針2007（平成19年６月19日閣議決定）」においては、「公

務員給与について、特に民間事業者と比べて水準が高いとの指摘のある地方の技能労務

職員を始めとして、地域の民間給与をより一層反映させることとし、可能なものは平成2

0年度からの実施に取り組む」こととされたところです。

ついては、各地方公共団体において、特に下記事項に留意のうえ、技能労務職員等の

給与等について、住民の理解と納得が得られるものとなるよう、総合的な点検を実施し、

適切に対処されるようお願いします。

なお、都道府県においては、各都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周

知されるようお願いします。
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記

１ 技能労務職員の給与については、その職務の性格や内容を踏まえつつ、特に民間の

同一又は類似の職種に従事する者との均衡に一層留意し、住民の理解と納得が得られ

る適正な給与制度・運用となるようにすること。

また、地方公営企業において、これに相当する職種に従事する職員等の給与につい

ても、同様に取り組むこと。この場合、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情

をも十分考慮すること。

２ 技能労務職員等の給与の比較に当たっては、「賃金構造基本統計調査」における類似

する職種に従事する者の給与を参考にするほか、各人事委員会が実施する職種別民間

給与実態調査の機会等を活用し調査・分析するなど、地域の民間給与の実態の把握に

努めること。

３ 住民の理解と納得を得るためには情報の開示が不可欠であり、技能労務職員等の給

与情報等の公表にあたっては、職種ごとに「賃金構造基本統計調査」に基づく民間給

与データ等を追加するなど、わかりやすい情報開示の徹底を図ること。

なお、公表事項の充実については、別途通知する予定であるので留意すること。

４ 技能労務職員等の給与等について総合的な点検を行い、その現状、見直しに向けた

基本的な考え方、具体的な取組内容等を住民にわかりやすく明示した取組方針を、19

年度中を目途に策定し公表すること。

なお、当該取組方針の策定状況等については、今後、総務省において取りまとめ公

表することとしているので留意すること。




